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論 説 

年金と課税方式について 

－公的年金等の課税を中心に－ 

 

立命館大学経済学部教授 

宮 本 十至子 

 

◆SUMMARY◆ 

 ドイツの老後所得については、公的年金、企業年金、個人年金が柱となっており、なかで

も、老後収入に占める公的年金のウエイトが高いが、少子高齢化の進行によって、公的年金

財政の悪化が確実視されていたことから、公的年金を補完する役割を私的年金に担わせるた

めに、2001 年の年金改革において Riester 年金制度を導入するとともに、2005 年から年金

の課税方式を、拠出時非課税、運用時非課税、給付時全額課税とする、いわゆる EET 課税

方式に統一した。 

 本稿は、我が国の公的年金課税の在り方を考えるために、課税方式が見直されたドイツの

年金改革の議論を探ることを主な目的とするものであり、まず最初に、所得課税の視点から

従来なされてきた年金課税についての議論を踏まえ、我が国の課税方式の問題点を明らかに

した後、ドイツの議論を参考にしつつ、我が国の公的年金課税の在り方について具体的に指

摘を行っている。 

（税大ジャーナル編集部） 
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１．はじめに 

 少子高齢化が進み、老後所得をどのように

設計するかということが重要な課題となって

いる。我が国では老後所得を公的年金に依存

する割合が高く、公的年金所得の課税は、多

くの議論と税制改正を経て今日の制度となっ

ている。我が国の公的年金は、拠出時に社会

保険料控除、受給時に公的年金等雑所得とし

て公的年金等控除が適用され、入口、出口の

両方で二重に控除を受けており、給付時課税

でありながら、事実上非課税であることが問

題視されてきた。さらに、拠出時に小規模企

業共済等掛金控除、給付時に公的年金等雑所

得として課税される個人型確定拠出年金のよ

うに、年金の種類によって、課税上の扱いが

さまざまとなっている。 

本稿は、我が国の公的年金課税の在り方を

考えるために、課税方式が見直されたドイツ

の年金改革の議論を主として探ることを目的

とする。まず最初に、所得課税の視点から従

来なされてきた年金課税についての議論を踏

まえ、我が国の課税方式の問題点を明らかに

した後、ドイツの議論を参考にしながら、我

が国の公的年金課税の在り方について若干の

指摘を行いたい。 

２．年金所得課税の議論 

⑴ 包括的所得税と支出税 

 年金所得課税の在り方については、年金掛

金の拠出から給付までを長期的にとらえ、つ

まり、①掛金の拠出、②掛金の積立金として

の運用、③年金の給付のそれぞれの段階で所

得課税を考える必要があるといわれてきた(1)。 

課税原則の立場から、年金課税を考えた場

合、課税ベースを所得あるいは消費のいずれ

に求めるかという選択が重要な論点を構成す

る(2)。包括的所得税の考え方に立脚すれば、

年金受給権は一種の資産であり、年金所得は、

年金の掛金が毎年蓄積され、運用益が生ずる

段階で純資産の増加がみられることから、理

論的には、年金受給者は年金受給権によるそ

の価値増加分に毎年課税されるということに

なる。そして、事業主拠出の掛金については、

従業員が受ける経済的利益として、理論的に

は、従業員に課税すべきことになる。それに

対して、支出税の考え方に立脚すれば、拠出



税大ジャーナル 15 2010. 10 
 

19 

時、運用時に課税されず、給付時に課税され

ることになる。以下では、年金課税の仕組み

を考えるにつき、Carter 報告、Meade 報告、

Blueprints における従来の議論を概観して

みる(3)。 

⑵ Carter 報告 

 1966 年の Carter 報告は(4)、包括的所得概

念を理念として所得税改革の方向性を示して

おり、所得課税における課税繰延べを厳しく

批判し、退職年金所得に対する課税上の特別

措置を問題視する(5)。年金の課税については、

年金計画への拠出、年金計画からの受給、年

金計画の積立期間の投資利益の要素が問題に

なるとする(6)。 

Carter 報告では、登録年金基金をはじめと

するいくつかの制度に対する課税を検討した

後、その取扱いの多様さ、広範な課税繰延べ

と免税が認められていることを批判する(7)。

Carter 報告は、第一に、適格年金、非適格年

金を問わず、基金への掛金を課税ベースから

控除することによる課税繰延べは問題であり、

廃止すべきであるとする。そして、社会政策

的理由からこのような課税繰延べを一定程度

認めるかどうかについても、慎重にすべきで

あり、一定のものに対してのみ認めるならば、

企業間の中立性が損なわれることを問題にす

る。第二に、基金からの収入又は基金の投資

収益も、同一の税を負担すべきであり、課税

繰延べを認めるべきではないとする。 

以上のように、Carter 報告では、公平及び

経済的中立性の観点から、年金への課税に課

税繰延べを認めるべきでないとするが、社会

政策上やむを得ない場合もあるとし、その場

合には、厳格な制限を設けるべきことを指摘

する。そして、登録退職年金基金については、

包括的課税ベースからの逸脱も望ましい社会

目的達成のためにやむを得ないとし、拠出時

非課税、運用時非課税、給付時の全額課税、

つまり EET 課税方式を提言する(8)。 

⑶ Meade 報告 

 1978 年の Meade 報告は(9)、包括的所得税

の理念に準拠する形で年金課税の課税方式を

模索する(10)。Meade 報告では、包括的所得税

をベースにすることから、いくつかの問題が

生じることについて言及しており、年金所得

について、Carter 報告で提言されたやむを得

ない課税上の措置が認められる場合があると

し(11)、年金の特殊性を支持する。 

Meade 報告での年金課税方式は、次のとお

りである。まず、拠出段階における課税優遇

措置を認めない。つまり、事業主拠出は事業

主の所得の算定上経費控除を認めるが、同時

に事業主拠出分を従業員に対する給与とみな

して従業員の所得に算入する。また、従業員

拠出は、課税所得の算定に当たって控除する

ことができない。事業主拠出は年金基金の構

成員に配賦し、評価されることが前提となる

ため、運用段階では、年金積立金の運用によ

り生ずる運用収益は、非課税とせずに原則と

して、発生時に受益者に帰属させるべき所得

として課税対象となる。拠出段階における原

資部分は拠出段階で、運用収益部分は運用段

階でそれぞれ課税済みであるため、給付段階

では、年金給付への課税はない。このように

Meade 報告では、TTE 課税方式が提言され

ている。 

 当該方式では、年金基金の構成員への積立

期間中の収益の配賦といった問題は回避でき

る可能性がある。しかしながら、事業主拠出

分を各個人に帰属させる必要があること、拠

出段階において、納税資金や年金受給権の確

定の問題があることから、その課税標準を客

観的に算定することは非常に困難であるとし

て、執行上の問題点が指摘されている(12)。 

⑷ Blueprints 

1977 年の Blueprints は、包括的所得では、

年金受給権の毎年の純増は所得であり、従業

員段階で課税されるものとされる(13)。事業主

が提供する年金計画として、確定拠出型年金
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（DC）と確定給付型年金（DB）の２種類の

年金計画を検討し、前者は、本質的に、ミュ

ーチャルファンドの性質を有するのに対して、

収入が退職まで確定しない後者は、投資とは

位置付けられていない。また、拠出時の年金

への課税と年金プラン収益と給付の両方への

課税は、結果的には同じになることを二つの

事例から示す(14)。 

異なるタイプの年金に統一的かつ実務的に

課税する方式として、次の原則が示される 
(15)。拠出段階では、事業主拠出は事業主の所

得の算定上控除するが、その時点で従業員の

所得として課税することはしない。従業員の

本人拠出は、課税所得の算定上控除が認めら

れる。運用段階では、年金積立金の運用収益

について、従業員への配賦が可能である場合

は従業員所得として課税し、配分が不可能の

場合は事業主側で課税する (16)。給付段階にお

いて年金給付は、全額を受給者の所得として

課税対象に算入する。つまり、ETT 課税方式

が示されている。 

実際の年金給付に課税する方式では、拠出

段階の事業主拠出を従業員の所得に算入しな

いため、帰属しない掛金を配賦せずにすむと

いう利点がある。運用収益の発生時課税とい

う執行上の問題は、Meade 報告と同様である。 

以上のように、長期間の生涯所得を対象と

する年金は、包括的所得概念になじみにくい

ことが指摘されている(17)。なお、私的年金に

ついてではあるが、OECD 加盟国 30 ヶ国の

うち大部分では、EET 課税方式が採られてい

る(18)。 

３．我が国の年金課税方式の問題点 

⑴ 年金課税の沿革(19) 

 昭和 31 年以前には、社会保険、共済制度

に基づく年金は、その支払者が元の使用者で

ないことから、給与所得ではなく、雑所得と

して、年金に係る収入金額から掛金総額を控

除した後の金額が課税されていたので（旧所

得税法９条 10 号）、掛金の金額に達するまで

は課税されず、それを超えた場合にその全額

が課税されていた(20)。それに対して、恩給は

給与所得として収入金額から 10 分の２に相

当する給与所得控除を控除した金額が課税さ

れ（旧所得税法９条５号）、本人拠出分につい

て社会保険料控除が認められていた。このよ

うな扱いは、拠出時と給付時における二重の

控除となっており、両者のバランスの問題が

指摘されていた(21)。 

昭和 31 年には、国家公務員共済組合制度

等が発足されたことに伴い、従来の恩給から

共済年金に制度が変更された。共済年金は、

形式的には使用者から支給されるものではな

いが、過去の勤務に関連して受ける給付の性

質を有し、その原資の大部分は雇用者が支払

った掛金や保険料からなることから、その実

質は元の使用者から支給される退職年金と同

じと考えられる(22)。昭和32年税制改正では、

それを給与等とみなして、「みなし給与」又は

「みなし退職所得」として課税されることと

なった（旧所得税法９条２項）。さらに、昭和

33 年以降、農林漁業団体職員共済組合法等に

基づく退職年金も同様に扱われた(23)。 

昭和 34 年に国民年金法が制定されたこと

に伴い、公的年金制度が被用者以外の者にも

拡大されることとなった。これらの老齢年金

及び通算老齢年金は、本来は給与所得といえ

ないものの、老後の生活保障としての給付で

あり、担税力からみて給与所得に準じること

が適当と考えられることから(24)、「みなし給

与」又は「みなし退職所得」として課税され

た。その一方で、昭和 34 年に導入された中

小企業退職金共済事業団による退職金共済制

度では、事業者が拠出する掛金は損金に算入

されると同時に、従業員段階では給与所得と

しては課税されず（旧所規７の 17 の①③）、

当該事業団は一時金の給付のみを行っている

ため、従業員の退職時にその給付が退職所得

として課税されることになった(25)。また、一
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定の要件を満たし政府の承認を得た特定退職

金共済団体に対する退職金共済掛金について

も、同様な課税が前提とされている。それ以

外の任意退職金共済団体に対して事業主が被

共済者等のために拠出した掛金は、退職金共

済掛金として必要経費又は損金算入はされな

いが、受取人としての地位が確定しており、

自己が負担すべき掛金を事業主が負担してい

ると考えられることから、被共済者等の給与

所得として課税されることが明らかにされた

（旧所規７の 17②）(26)。ただし、従業員に対

するものは、従業員給与として、必要経費又

は損金算入される。 

昭和 37 年には、地方公務員共済年金法に

基づく退職年金が、「みなし給与」に追加され

た。さらに、適格退職年金制度の創設に伴い、

法人税法上、退職年金積立金に対する課税規

定が整備された。それ以前の企業年金は、事

業主拠出分は、事業主の損金算入を認められ

ていたが、従業員は追加給与として給与所得

課税されていた。しかしながら、企業におけ

る退職一時金の支給が、外部積立による年金

支給に切り替えられつつあることを踏まえ、

企業年金は、拠出段階において、所得を構成

する年金受給権が確定されているとは言い難

いこと、また任意制度である企業年金の普及

を促進するという政策的配慮から、適格要件

を満たした企業年金については、拠出段階で

事業主が、信託銀行又は生命保険会社等に支

払った掛金を事業年度の損金として算入でき

る一方、事業主の拠出した掛金は、従業員が

実際に給付を受け取る時点まで給与所得とは

ならないこととされた(27)。 

昭和 40 年の所得税法 29 条では、公的年金

や適格退職年金等の企業年金が給与とみなさ

れ（適格退職年金のうち、従業員掛金がある

場合には、退職年金の額に対応する金額を控

除した金額のみ）、給与所得控除が適用された。 

 昭和 48 年に、「みなし給与」又は「みなし

退職所得」の範囲に、農業者年金が加えられ

た（旧所得税法 29 条２項）。当該年金は、国

民年金と同様、「当然加入」制であり、本改正

は、他の公的年金とのバランスを考慮したも

のである(28)。さらに、65 歳以上の者が、支給

を受ける公的年金について、年 500 万円の所

得制限の下に、60 万円の控除を認める老年者

年金特別控除が創設される（旧措置法 29 条

の２）。その趣旨は、老年者である受給者に対

する配慮を年金控除を通じて行うものであり、

一般的に年金受給者は給与所得者より担税力

が更に弱いとしてその負担調整を行うための

ものであった(29)。したがって、公的老齢年金

は、掛金段階で、事業主拠出分は事業主の損

金に算入し、被用者負担分、自営業者負担分

は社会保険料控除が認められていた。給付段

階では、給与の後払いとの理解から、給与所

得として給与所得控除額が適用され、65 歳以

上の受給者で、その所得が 500 万円以下の場

合には、老年者年金特別控除の適用が認めら

れる。なお、恩給については、本来の給与等

とされていたが、同じく老年者年金特別控除

が適用された。 

このような公的老齢年金に対する課税制度

について、昭和 55 年の税制調査会の答申で

は、勤労に伴う経費の概算控除としての性格

を持つ給与所得控除をそのまま年金収入に適

用すること、掛金の段階で全額を所得から控

除することに対する問題が指摘された(30)。 

昭和 61 年の答申では、年金課税の在り方

についての見直しが提言された。そこでは、

公的年金の本人拠出が社会保険料控除の対象

とされていることについて、強制的な拠出で

あり、掛金の支払段階での課税の取扱いの変

更は、公的年金制度を支える現役世代の負担

を高めることになる等の理由から、その妥当

性に触れている(31)(32)。さらに、給付段階に、

給与所得控除が適用されることについて、公

的年金等は勤務関係を前提としたものではな

いので、給与所得控除を適用するのは合理的

でないとする。老年者年金特別控除について
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は、その趣旨に触れた上で、老年者に対する

配慮としては、老年者控除があり、それとの

関係が必ずしも明らかでなく、暫定的なもの

であると指摘し、給与所得控除及び老年者年

金特別控除に代えて、他の所得との負担調整

のための新たな控除を設けることと老年者控

除の引上げを提案した。 

昭和 62 年９月の改正では、これらの議論

を踏まえ、公的年金等に対する負担調整措置

と老年者に対する税制上の配慮に整理し、公

的年金等に対する課税の見直しが行われた。

まず、公的年金等は、通常、経済的稼得力が

減退する局面にある者の生計手段とするため

に公的な社会保険制度から給付される年金で

あること等を考慮して、他の所得との間で何

らかの負担調整措置が必要とされ、「みなし給

与」とされていた公的年金等の所得は、給与

所得から雑所得に所得類型が変更されるとと

もに、定額控除と定率控除の合計額からなる

公的年金等控除が導入された(33)（所得税法 35

条２項、４項）。さらに、老年者に対する税制

上の配慮として、老年者年金控除を廃止し、

老年者控除の水準を 50万円に引き上げた（旧

所得税法 80 条１項）。 

平成 13 年に確定拠出年金法が制定され、

企業型と個人型の確定拠出年金制度が導入さ

れた。当該制度は、確定給付型の企業年金と

異なり、自己責任の運用の下、給付額が決定

されることが前提になっており、転職に伴う

年金資産の移換が可能となっている。当該制

度は、貯蓄と類似していることから、年金か、

貯蓄かが議論された(34)。掛金には拠出限度額

があり、60 歳まで途中引き出しを認めない、

従業員掛金拠出はできない等、貯蓄ではなく、

年金として課税されている。一方、加入者の

受給権保護の観点から、確定給付企業年金法

が制定され、従来の企業年金と同様の税法上

の扱いとなった。 

年金課税の在り方については、しばしば税

制調査会で議論されてきた。平成 14 年の税

制調査会では、年齢だけで高齢者を別扱いす

る制度の見直しが課題とされた高齢社会対策

大綱を踏まえ、公的年金等について、高齢者

と他の現役世代間、さらに高齢者間の公平性

の観点から、拠出段階の社会保険料控除と給

付段階の公的年金等控除等による、拠出・給

付段階での実質的な非課税、年金以外の所得

があるものは給与所得控除と公的年金等控除

が適用されること等の課題が指摘されている

(35)。また、平成 15 年にも、税制調査会では、

少子高齢化の進展に伴い、社会保険料拠出と

年金給付がともに課税ベースから脱漏するこ

とは、年金課税の整合性という観点からみて

も、高齢者間及び世代間の公平の視点からも

問題視され、①給付段階での優遇措置の適正

化、②公的年金等控除の老年者控除との趣

旨・機能の重複、③社会保険料控除の在り方、

④社会保障給付に対する課税対象の拡大につ

いて検討が必要であることが指摘されている

(36)。とりわけ、④については、諸外国での事

例を踏まえること、非課税給付の見直しとと

もに、低所得者に対する担税力の配慮は人的

控除等で行うべきことが提言されている。同

年 12 月の答申も年金課税等について同様に

問題をとらえており、具体的には、公的年金

等控除が 65 歳以上の高齢者を経済力にかか

わらず一律に優遇する制度で不公平をもたら

していること、老年者控除も実質的に年齢の

みを基準に高齢者を優遇する措置となってい

ることがあげられ、65 歳以上の年金受給者の

課税最低限は給与所得者よりも極めて高い水

準であるため、低所得者に対する適切な配慮

を行いつつ、年金課税の適正化に言及されて

いる(37)。 

それらの議論を踏まえ、平成 16 年には、

世代間・高齢者間の税負担の公平を確保する

観点から、65 歳以上の者に対する公的年金等

控除の上乗せ措置と老年者控除が廃止された

（旧所得税法２条、80 条等）。なお、高齢者

世帯に十分な配慮を行うという観点から、65
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歳以上の高齢者について公的年金等控除の最

低控除額が 120 万円とする措置が採られた

（措置法 41 条の 15 の２）。 

平成 19 年の税制調査会の答申でも、年金

給付と給与所得の両方を得る高齢者は、公的

年金等控除と給与所得控除のそれぞれが適用

されるため、そのような高齢者と同額の収入

を得る現役給与所得者の間の負担の不公平に

ついて問題視しており、世代間・世代内の公

平性の観点から、公的年金等控除の適正化が

指摘されている(38)。 

平成 21 年には、国民の高齢期における所

得の確保に係る自主的な努力を支援するため

に、確定拠出年金企業型の年金加入者が事業

主拠出額を限度として、事業主拠出と合計し

て拠出限度額内で行う被用者拠出の導入が見

込まれていたものの、法案成立が見送られた

ため、税法上の対応についても棚上げになっ

てしまった(39)。それらは、確定拠出年金拠出

限度額の引上げとともに、掛金全額が所得控

除の対象とされることとなった(40)。 

⑵ 年金課税を巡る議論と問題点 

 我が国の年金制度は、公的年金、企業年金

を含む私的年金があり、制度間の税法上の取

扱いがそれぞれ異なる。藤田氏によれば、年

金課税の仕組みを考える上で、所得税制から

見た次のような年金所得の特性に着目する

(41)。年金収入が発生するより以前に、保険料

等の拠出が長期にわたって行われ、その積立

金が運用される。公的年金への拠出は、事業

主、将来の年金受給者のみならず、国が給付

費の一部を負担する。終身年金の場合は、加

入時には、受給期間、受給総額が不確定であ

り、年金所得に課税を行うためには、元本で

ある拠出金部分と所得部分を区別する一定の

ルールが必要となる。したがって、年金所得

のこういった特性から、拠出時、運用時、給

付時の課税において、二重課税、課税ベース

からの脱落がないように、年金課税制度を構

築することが重要となる。その一方で、年金

課税については、公平性、制度への加入促進

という見地から優遇措置を採るべきであると

いう政策的配慮が要請されてきた。これらの

ことから、現行の年金税制は、複雑で、さま

ざまな取扱いがなされ、必ずしも整合的なも

のになっていない(42)。 

上述のように、税制調査会においては、公

的年金は、拠出時に社会保険料控除、給付時

に公的年金等控除が適用され、実質的に非課

税となっていることがたびたび問題視されて

きた (43)。このような扱いは二重控除とされ、

まずは、拠出時の社会保険料控除の妥当性が

問題となる。 

所得税法 74 条の社会保険料控除は、昭和

28 年から導入された制度で、社会保険料が強

制的に徴収されるものであることから適用さ

れてきた(44)。社会保険料控除には、社会生活

を維持していくうえの必需的な生活費の一部

をなすものと、将来の貯蓄の一部をなすもの

の二つの性格があり(45)、上述のように過去に

も社会保険料控除と給与所得控除の二重控除

が問題視されてきた。社会保険料控除の適用

の是非については、社会保険料が税の性質に

似ていることから、どの税を課税するかの問

題であるとする(46)。 

そうすると、もう一方の控除である公的年

金等控除の在り方が問われることになる。公

的年金等控除が認められる理由は、公的年金

の固有の役割からの他の所得との負担調整の

必要性とされているが、それでは説明不足で

あり、早急に廃止すべきであるとする意見が

ある(47)。また、多額の公的年金等控除は不合

理で、中長期的には公的年金等控除の定率控

除を廃止し、さらに老年者控除を前提として

定額控除の廃止も検討すべきであるとする見

解もある(48)。 

 この問題について、年金原資の法的性質か

ら考えてみよう(49)。一般的には、年金掛金の

拠出は、事業主拠出と加入者拠出から構成さ

れ、公的年金の保険料拠出も、事業主拠出と



税大ジャーナル 15 2010. 10 
 

24 

被保険者拠出からなる。事業主が従業員のた

めに掛金を拠出する事業主拠出部分は、事業

主の所得から控除されているため、勤労対価

の後払いと考えられる(50)。この考え方を前提

にすると、給与であれば給与所得控除が認め

られていたことから、公的年金等控除には、

給与所得控除分が含まれることになる(51)。さ

らに、発生する年金受給権について、一種の

資産(所得)であるととらえることができれば、

理論的には、その純増分は所得税の対象にし

なければならないが、税法上は従業員に対す

る所得の帰属計算はしておらず、給与課税も、

純増部分に対する課税も行われていない(52)。 

 拠出段階の事業主拠出については、実現し

た所得ではないのだろうか。所得の実現とは、

課税のタイミング、課税所得の対象となる金

額、課税の対象となる者にかかわる概念とさ

れる(53)。年金掛金の拠出段階では、従業員に

年金受給権が必ずしも確定しているとはいえ

ず、税法上は、単なる給与の後払制度として

性格付けられていないとされる(54)。例えば、

一定期間後、年金受給権の確定がある企業型

確定拠出年金に対して、他の年金は年金受給

権の確定時期を必ずしも明確に定められてい

るとは言い難いため、それぞれの年金を吟味

した上で、公的年金等所得としての課税の在

り方を考える必要があろう。 

その問題は別として、社会保険料控除と公

的年金等控除の両者が適用されることによっ

て、拠出時課税の徹底がなされていないこと

は確かであろう。以下では、ドイツの年金課

税方式の改正に至る議論をみていくことでこ

の問題について考えていきたい。 

４．ドイツの年金改革の動向 

⑴ 背景 

 ドイツの老後所得は、公的年金、企業年金、

個人年金が柱となっているが、なかでも、老

後収入に占める公的年金のウエイトが高い

(55)。ドイツでも少子高齢化が進み、65 歳以上

の高齢人口の生産人口に対する割合が、2006

年の 32.2％から 2050 年には 61.3％程度にな

ると見込まれている(56)。また、ドイツにおけ

る GDP に占める公的年金給付の比率は、

2040 年には 26%にまで達すると予想されて

おり、公的年金財政の悪化が確実視されてい

た(57)。そのような中で、2001 年年金改革で

は(58)、保険料負担を 22％以下にすることで保

険料率上昇の抑制、現役世代の手取り所得の

67％にまでの年金給付水準の引下げが行わ

れた。ドイツでは、企業年金の負担が低いこ

とから、公的年金を補完する役割を私的年金

に担わせるために、Riester 年金制度が導入

された(59)。Riester 年金への掛金の拠出には、

所得税法 10a 条１項による特別支出

（Sonderausgaben）としての控除又は所得

税 法 79 条 に よ る 老 齢 保 障 特 別 手 当

（Altersvorsorgezulage）が認められた(60)。 

 2003 年の Rürup 委員会の最終報告では、

支給開始年齢の引上げ、年金スライドへの持

続可能性要素の導入、Riester 年金改革、準

備金の引上げ等が提案された(61)。2005 年に

は、Rürup 年金の導入とともに、ドイツの年

金の課税方式は、2005 年から 2040 年までの

移行期間を経て、給付時課税、いわゆる EET

課税方式に統一される。当該課税方式の変更

には、官吏恩給（Beamtenpensionen）と法

定年金の異なる課税上の取扱いと平等原則と

の抵触が問題になった、連邦憲法裁判所の判

決(62)が大きな影響を与えた(63)。 

⑵ 連邦憲法裁判所判決とその後 

 連邦憲法裁判所で争われた当該事件の争点

は、次のとおりである。 

所得税法 19 条１項１文及び２項１文によ

れば、官吏恩給は、非独立的労働所得として、

6,000DM を上限に当該収入金の 40％に相当

する金額を超える金額に課税される。それに

対して、所得税法 22条１号３文 aによれば、

法定年金保険は、その他の所得として、年金

の年額と年金元本価額を収入見込期間に均等
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に配賦して算出される金額との差額は、年金

収入金の全期間について、年金受給権の収益

とみなされ、当該金額に課税される、いわゆ

る収益持分課税が行われる。当該事件の争点

は、このような官吏恩給と法定年金保険の所

得税法上の異なる取扱いが、基本法

（Grundgesetz：GG）３条１項（平等原則）

に抵触するかどうかである。 

2002 年３月６日に、連邦憲法裁判所は、次

のような判断を下した。 

１．所得税法 19 条１項１文及び２項１文

は、1996 年査定期間に適用される法につ

いて、一方では、上限 6,000DM の配慮

収入金控除額を超える生活保障給付は、

非独立労働から生ずる課税所得に属す

るのに対し、他方では、法定年金保険か

らの年金は、所得税法 22 条１号３文 a

により、被保険者が、税引後所得から年

金給付に対してどの範囲まで掛金拠出

を行ったかにかかわらず、その金額が決

まってしまう収益持分にのみ課税され

るものである限りは、基本法３条１項に

抵触する。 

２．立法者は、遅くとも 2005 年１月１日

に効力を生ずる新規定を制定する義務

がある。所得税法 19 条が基本法に抵触

する限りは、遅くとも 2004 年 12 月 31

日まで効力を生ずる本規定は、新規定が

制定されるまで適用される。 

つまり、当該判決は、所得税法 19 条によ

る官吏恩給と同 22 条１号３文 a による法定

年金の異なる課税は、1996 年以降、基本法３

条１項の平等原則に違反するとし、立法者に、

遅くとも、2005 年１月１日に有効な新規定を

発効すべき義務を負わせたのである。 

1996 年当時において、所得税法 22 条が適

用される法定年金の場合は、65 歳の年金支給

年齢では、年金の 27％が収益持分になる（表

１）。つまり、20,000DM の年金では、その

27％である 5,400DM（＝20,000DM×27％）

のみが納税義務を負い、残りの 14,600DM は、

元本の払戻しとみなされ課税されない。当該

収益持分課税の導入目的は、元本への課税を

回避することにある。 

表１ 所得税法 22 条の収益持分課税 
年金支給時の 

年金受給権者の年齢 
100％に対する 

収益持分 
年金支給時の 

年金受給権者の年齢
100％に対する

収益持分 
年金支給時の 

年金受給権者の年齢 
100％に対する 

収益持分 
0 から 3 73 44 49 68 23 
4 から 5 72 45 48 69 22 
6 から 8 71 46 47 70 21 
9 から 11 70 47 46 71 20 

12 から 13 69 48 45 72 19 
14 から 15 68 49 44 73 18 
16 から 17 67 50 43 74 17 
18 から 19 66 51 42 75 16 
20 から 21 65 52 41 76 15 
22 から 23 64 53 40 77 14 
24 から 25 63 54 39 78 13 
26 から 27 62 55 38 79 12 

28 61 56 37 80 から 81 11 
29 から 30 60 57 36 82 10 

31 59 58 35 83 9 
32 から 33 58 59 34 84 から 85 8 

34 57 60 32 86 から 87 7 
35 56 61 31 88 6 

36 から 37 55 62 30 89 から 91 5 
38 54 63 29 92 から 93 4 
39 53 64 28 94 から 96 3 
40 52 65 27 97 まで 2 

41 から 42 51 66 26   
43 50 67 25     
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一方、所得税法 19 条が適用される官吏恩

給の場合は、当該収入は、従属的労働の事後

的所得であり、収入金額の 6,000DM を上限

に、収入金額の 40％の配慮収入控除額を控除

した金額に課税される。このような法定年金

と官吏恩給の異なる課税上の問題は、1995

年の論文にみられるように(64)、従来からも指

摘されていた(65)。ところが、その後、官吏恩

給の受給者の課税上の不利な扱いは、ますま

す拡大していくこととなる(66)。 

連邦憲法裁判所決定の影響で(67)、1995 年

と 1996 年の基礎控除額（Grundfreibetrag）

は、表２に示すように、独身者の場合には

5,616DM から 12,095DM、既婚者の場合に

は 11,232DM から 24,190DM へと、約２倍

に引き上げられている。そして、1995 年と

1996 年の独身者の課税最低限は、法定年金に

ついては、30,252DM から 63,338DM になっ

たのに対して、官吏恩給については、

15,452DMから22,418DMにとどまったため、

その差は 14,800DM から 40,920DM に拡大

した。改善が求められた 1980 年から 2005

年の間には、両者の差は 18,646DM から

53,731DMにまで拡大してしまうことになる。

このような状況が、年金の課税の問題の背景

にはある。 

 

表２ 基礎控除額と法定年金及び官吏恩給の課税最低限(68) 

（単位：DM） 

基礎控除額 独身者の場合の課税最低限 既婚者の場合の課税最低限 
年 

独身 既婚者 法定年金 官吏恩給 差額 法定年金 官吏恩給 差額 

1970 1,680 3,360 20,530 6,813 13,717 28,480 8,933 19,547 

1975 3,000 6,000 26,650 11,807 14,843 43,900 15,634 28,266 

1980 3,690 7,380 32,650 14,004 18,646 55,900 19,314 36,586 

1985 4,212 8,424 26,946 13,050 13,896 50,230 19,440 30,790 

1990 5,616 11,232 34,017 14,252 20,765 64,163 21,326 42,837 

1995 5,616 11,232 30,252 15,452 14,800 59,486 29,276 30,210 

1996 12,095 24,190 63,338 22,418 40,920 110,915 36,836 74,079 

2000 13,556 27,112 71,500 23,822 47,678 123,822 39,664 84,178 

2005 14,989 29,979 79,060 25,329 53,731 136,395 42,667 93,788 

 

問題の収益持分課税が優遇措置かどうかは、

元本の払い戻し部分と収益部分の法律上の区

別がどの程度対応しているかに依拠する。 

そもそも年金の原資は、次の３つの部分か

ら構成される(69)。原則として、それらは、課

税済み所得からなる被用者の部分、被用者の

ために事業主が拠出し、その段階では被用者

所得とされない事業主拠出の部分及び課税済

み所得と評価することができない連邦が出捐

する部分である。 

官吏恩給と法定年金について重要なことは、

事後の取得段階における著しく異なる税負担

が、事前の取得段階における異なる税負担を

通じて適正に補填されているかどうかである。

平等原則の適用に当たり、異なる税負担を正

当化する実質的な理由がなければならない。 

「年金受給権」の取得による割当ては、さま

ざまな擬制でもって行われる。年金収入が被

用者拠出である限りは、収益持分課税の理由

を首肯することができる。被用者拠出と同様

に、事業主拠出の場合、官吏恩給とは異なり、

資金流出と資金流入がある。事前の取得段階

における控除と給付段階における資本流入の

事後的な課税免除の双方は、官吏恩給よりも

明らかに税法上優遇していることになる。法

定年金を非課税とする実質的理由はなく、収
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益持分課税を正当化する論拠は、年金の支払

が連邦補助金に依存する限り、欠落している。 

したがって、立法者は解決モデルを提示し、

首尾一貫して形成することが必要となる。そ

の場合に、給付費用の課税と老齢年金の課税

が二重課税にならないように、相互に調整す

べきである。 

連邦政府は、連邦憲法裁判所判決を受け、

具体的課題の解決に向けて専門家委員会を立

ち上げ、その委員長に Rürup 教授を任命した。

当該委員会は、「社会保障の資金調達の持続に

関する委員会」、別名 Rürup 委員会と呼ばれ、

社会保障制度の長期的改革方針を検討し、

2003 年３月 11 日に報告書を公表した(70)。そ

こでは、支給開始年齢の引き上げ、年金スラ

イドへの持続可能性要素の導入、Riester 年

金改革、準備金の引き上げ等が提言された。 

2005 年からは、連邦憲法裁判所判決の影響

から年金の課税方式が次のようになった(71)。 

改正後の所得税法 22 条は、年金支給年齢

が 2005 年以前のものについては、50％が課

税され、年金年額と課税割合との差額には課

税されない(72)。年金の課税割合は、2010 年

には 60％と段階的に増加し、2040 年には最

終的に 100％課税される。改正後の所得税法

19 条２項は、恩給等収入のうち百分率によっ

て計算される限度額（配慮収入金控除額）と

その追加額は非課税となる(73)。当該配慮収入

金控除額は、恩給支給年齢が 2005 年以前の

ものについては 40％で上限 3,000DM、2010

年には 32％で 2,400DM と段階的に減少し、

2040 年には最終的には０となる。 

以上のように、ドイツでは、官吏恩給は非

独立的所得として、法定年金はその他の所得

として所得税法上、異なる課税が行われ、両

者の課税最低限の差が拡大していた。そのよ

うな取扱いが平等原則に反するという判決を

契機として、2005 年以降 2040 年までに、所

得税法上、段階的に給付時課税への移行が行

われ、各控除の廃止が行われることとなった。 

５．むすびに 

 我が国の公的年金等雑所得として課税され

る年金は、本来の給与としての性質を有する

ものとそれ以外のものから構成され、後者の

範囲が拡大されてきた経緯を持つ。公的年金

等の課税は、拠出時に社会保険料控除、給付

時に公的年金等控除といった二つの控除が適

用されることで、実質非課税であるといわれ、

問題視されてきた。 

 我が国と同じく、給付時に部分的な課税を

行っていたドイツでは、官吏恩給と法定年金

の異なる課税上の取扱いが平等原則との関係

で問題となり、最終的に課税方式を給付時課

税へ統一させ、出口課税の徹底に取り組んで

いる。そういった議論は、我が国で公的年金

等の課税の適正な在り方を設計する上で参考

になろう。国際的な流れからしても、少なく

とも、EET 課税方式をベースとした給付時課

税を徹底する方向に進むことが望ましい。 

 公的年金等所得は、事業主拠出、被用者拠

出、運用益、税といった要素から構成される。

そのことに鑑みれば、原資と所得類型の関係

も考慮しつつ、公的年金等控除の在り方を見

直すべきである。公的年金等控除の適正化に

ついては、給与所得控除や人的控除との関係

も検討する必要がある。高齢者に対する生活

配慮が必要であれば、公的年金等控除と切り

離して、老齢者控除等の人的控除で調整が図

られることも再考すべきであろう。 

 なお、公的年金等の一時払いは退職所得と

して課税されるところ、それについては本稿

では分析できていないので、今後の課題とし

たい。 
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